
 

 

 

 

 

 

「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業 

独国ニーダーザクセン州大規模ハイブリッド蓄電池システム実証事業」 

個別テーマ／事後評価報告書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2021 年 2 月 

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業総合技術開発機構 



 

目次 

 

はじめに 

審議経過 

評価委員会名簿 

 

第１章 評価 

1. 総合評価 

2. 各論 

2.1. 事業の位置付け・必要性について  

2.2. 実証事業マネジメントについて 

2.3. 実証事業成果について 

2.4. 事業成果の普及可能性 

3. 評点結果 

 

第 2 章 評価対象事業に係る資料 

1. 評価委員会公開資料 （資料 5） 

 

参考資料 評価の実施方法  



 

はじめに 
 

本書は、「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／独国ニーダーザクセン州 
大規模ハイブリッド蓄電池システム実証事業」の個別テーマの事後評価に係る報告書であり、 
ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第２９条に基づき「エネルギー消費の効率化等に資する我が国

技術の国際実証事業/独国ニーダーザクセン州大規模ハイブリッド蓄電池システム実証事業」事後評

価委員会を設置し、事業評価実施規程に基づき、評価を実施し、確定した評価結果を評価報告書とし

てとりまとめたものである。 
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第 1 章 評価 

  



評価委員会コメント及び評点の集約結果 
 
1. 総合評価 

＜総合評価＞ 
・ PCR／SCR 取引市場での実運用に加え、バランシング実運用、無効電力制御などの各種制御を実フィールドにおいて実証できて

おり、当初の目的を概ね達成できている。確実に落札されるような価格で入札する必要があったものの、実際の市場において蓄電

池システムを調整力として活用するためのノウハウを得ることができ、大きな成果が得られたと考えられる。 
・ ハイブリッド蓄電池システムとして、リチウムイオン電池とNAS電池とで電力融通の効果を確認できたことは有意義であったが、

本システムの特徴である NAS 電池の特徴をどの程度発揮できたのか（NAS 電池である必要性がどの程度あったのか）について

は、詳細な検証が必要と考えられる。市場価格の予測精度を高め、電力融通の効果を高めるなどにより、NAS電池の特徴を生かし

たシステム開発が望まれる。 
・ ドイツで実証事業をすることで現地での貴重なデータに加えてヨーロッパ各国での電力市場に関する情報が取得されている。事業

計画の目標も達成されており、今後の普及体制・ビジネスモデルについても各社毎に具体的に計画が立てられている。一方、蓄電

池の大幅なコスト削減がないとシステムの投資回収が厳しいとの結論になったことは、当初のPCR の取引価格の見込みが甘かっ

たことに起因しており反省すべき点である。今後は、各社毎に普及拡大の取り組みを図っていくとのことであるが、各社の強みを

生かした戦略が立てられており、本プロジェクトの成果が、今後のヨーロッパ各国でのビジネス展開に結び付くことが期待できる。 
・ 我が国である程度確立してきた技術を海外の市場で試すのに、NEDOのプロジェクトを活用することは適していると考えられる。

日本が目指すべき市場と類似した市場がある海外で、実証試験を行うことは、今後の日本で市場構築後の動向や課題を学ぶことが

できる。その意味では有益な実証プロジェクトであったと考える。 
・ ドイツの系統接続規則、および、調整力規則等の情報収集、ハイブリッド蓄電池のマルチユース運用について、ソリューションの

構築、応動速度、出力精度等の目標値を達成し、実績を得たことは意義が大きい。ドイツ電力市場における蓄電池の多様な運用に

ついて、経験を得たこと、ドイツ側企業とのパートナーシップを構築したことは、今後の欧州市場の開拓にとって、重要な足掛か

りになるであろう。 
・ 特に、ハイブリッド蓄電池のPCR供給、VPPを経由したSCRのpoolとの連携、系統混雑対策／local flexibility、配電網変電所へ

の無効電力供給／力率改善をめぐる蓄電池活用は、今後、日本においても、ニーズが生じると予測する。本実証事業の経験を、日

本の調整力制度／市場取引にも反映してもらえるものと、期待している。 
・ 再生可能エネルギーの導入が拡大する一方で、調整力の確保が急務となる中、需給調整用に蓄電池を活用する市場が存在するドイ

ツにおいて、日本が有する蓄電池及び蓄電池制御技術の実証が行われたことは意義深い。今後、国内でも需給調整市場の立ち上げ

が計画されている中、国内においても波及効果が見込まれると言える。 
・ ドイツにおいても先導的な実証事業と位置づけられる中、NEDOの関与により、国際的な実証となり、日本にとっても有益な知見

が得られたと言える。また、これまでのNEDO の国際実証の経験・教訓から生まれたガイドラインにより、適切なリスクマネジ

メントが行われており、NEDO関与の必要性も認められる。 
・ 実証自体は民間企業各社のコンソーシアムで行われたものであるが、各社とも実証の知見・経験を踏まえ、事業化に向けて今後も

取り組みを継続する計画であり、本邦技術を展開するうえで有効な実証になったと言える。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 蓄電池による電力貯蔵はエネルギー利用の時間変化によって付加価値をもたらすものであり、その効果を最大限に発揮するために

は、高精度・高信頼の予測技術が不可欠である。将来的に再エネの更なる大量導入が期待される状況においては、天気の周期的な

変化に対応するためのエネルギー貯蔵が必要と考えられる。したがって、数日先の再エネ出力予測精度を高精度・高信頼化すると

ともに、水素製造なども含めたハイブリッド電力・エネルギー貯蔵システムについて、その効果を発揮するためのシステム開発が



 
 
2. 各論 
2.1. 事業の位置付け・必要性について 

望まれる。 
・ 今後、国内でも風力発電の大量導入が検討されているとのことなので、今回、取得された貴重なデータは国内企業に可能な範囲で

最大限の情報公開をすべきと思われる。  
・ NEDOプロジェクトで実施したこともあり、可能な限り情報を公開することが望ましいと考える。特に、無効電力供給は系統構成

や需要家の種類に依存するため、簡単にアクセスできる情報でない。その実証データは貴重であることから、公開する意義は大き

いと考える。 
・ デジタル技術の進展等に伴い、蓄電池制御技術などについても技術革新のスピードが増加している。また、蓄電池自体も、車載用

蓄電池向けのセル／モジュール出荷増加に伴い、コストが低下していることもあり、実証期間中に事業環境は相応に変化したと考

えられる。 
・ 本件は蓄電池を対象とした国際実証ではあるが、本件以外の分野についても、実証期間に相応の時間を要することを鑑み、関連技

術や生産コストの変化スピードには留意のうえ、実証後の商用展開を考慮してマネジメントを行っていくことが望ましい。 
 

＜肯定的意見＞ 
・ 再エネ発電の大量導入に向け、需給調整力の確保・効率的な運用は大きな課題であり、調整市場が先行するドイツにおいて実際

の市場に参加し、様々 な知見が得られたことは有意義であった。将来的に電気自動車やヒートポンプ給湯機などの様々 な需要家

リソースを電力需給調整力として活用することが期待される中、特性が異なる2種類の蓄電池を組み合わせた調整力の提供に関

して様々 な知見が得られたことは大変有意義であった。 
・  国際共同実証事業として現地の電力会社との協力体制を構築するとともに、異なる技術を有する複数の国内企業を取りまとめて

おり、本プロジェクトの推進においてNEDOが大きな役割を果たしていることが認められる。 
・ 日本が高い技術力を有する蓄電池について、海外での普及展開を視野に入れた実証であり、今後の国内での新エネルギーの利用

拡大や更なる省エネルギー化への展開も期待できる。今回のプロジェクトはドイツの国プロと連携した国際共同実証事業として

遂行されているが、NEDOの関与が大きな役割を果たしている。現在、日本でも風力発電の大量導入が検討されており、先駆的

な取り組みと位置付けられ、非常に重要かつ必要な事業と位置付けることができる。 
・ 欧州大陸では、ドイツですでに運開している需給調整市場と似ている仕組みが広く欧州の各国でも適用されていると考えている。

その状況で我が国の蓄電池によるドイツの需給調整市場への参入可能性を調査することで、今後、ドイツのみならず欧州全体へ

の参入可能性を調査する一歩となりうると考えられる。実証事業により、日本の保有する技術が欧州の市場でも有用であること

を示すことができる。 
・ 洋上風力が今後も導入される予定であるEWEの管轄エリアで、蓄電池による需給調整市場への参加のみならず、無効電力やバ

ランシングへの貢献も検討することは、将来我が国で洋上風力が導入されたときの検討に資する情報を提供できうると考えられ

る。 
・ 需給調整市場に参加するだけでは、蓄電池事業として成立するほどの売り上げが必ず生じるわけではない。一方で、蓄電池を用

いて 需給調整市場に参加することは、社会全体として望まれることである。これらのことから公的資金による実証試験は必要で

あると考えられる。 
・ ドイツの調整力市場（Regelleistung.net）のPCR（1 次調整力）、SCR（2 次調整力）の技術要件や認証手続き書類、および、

110kV以下の配電網運用者（DSO）のgrid codeや関連規則書は、ドイツ語である。加えて、ドイツ再生可能エネルギー法EEG
以降、再エネ電源の連系増加に伴い、系統運用も調整力市場も、種々 の制度改変を経ている。このため、調整力市場への参加や配

電網への無効電力供給等については、ドイツ側の適切なパートナー企業との連携無しには、個別の日本企業が市場開拓を行うこ



 
 
2.2 . 実証事業マネジメントについて 

とは、障壁が大きいので、NEDO事業として実施することに意義があった。 
・ ドイツの系統運用者は、全ての系統利用者／分散型発電業者に対して、平等な取り扱いを行うことを徹底されている（差別的取

り扱いの禁止）。このため、個別の日本企業が、系統運用に関する詳細情報を収集するには、困難が伴うであろう。NEDO の公

的研究事業を介したことで、ドイツ側企業／組織と、円滑な連携関係の構築に成功裡に結び付いたと言える。今回の実証事業で

は、EWE Netz社（中圧系統の配電業者）、EWE Vertrieb (VPP業者)、 be.storaged社（プロジェクトマネジメント、インバラ

ンス低減調整）との間で、円滑な連携を構築できている。これが、PCR、SCRの認証取得、無効電力供給など、蓄電池のマルチ

ユース運用にかかる実証実験の成功につながったと評価できる。NEDOを通じて、こうした実証事業を、今後も積極的に展開す

ることが重要である。 
・ 我が国が競争力を有する蓄電池技術（NAS電池等）を活用した国際実証と言える。 
・ 今後、国内でも整備が進められる調整力市場を先取りした実証であり、本実証の成果による国内への波及効果も高いと認められ

る。 
・ 対象国であるドイツでも先導的な実証事業であり、NEDO関与により、二国間の実証として位置付けられた経緯もあり、NEDO

関与の必要性は十分にあったと考えられる。 
・ 今後、国内の調整力市場でも、需給運用を担うアグリゲーターの存在が重要になると考えられる中、実際の市場運用の中で実証

を行なえたことは非常に意義深いと言える。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ 今後の展開において、実証試験に参加した日本企業間の協力体制の維持に関しては前向きな成果が得られなかった印象であった。

実証事業の結果として、その必要性が認められなかったということであろうと思われるが、国際的により一層の競争力が必要と

なる中で、国内企業の協力体制を継続できるような仕組みを構築できればよかったと思われる。 
・ ドイツの電源構成（PCR提供者としての蓄電池の競合者）のみならず、ドイツの負荷変動（PCRの必要性）に関して、我が国と

ドイツとの違いや類似点を踏まえた上で、蓄電池が需給調整市場に参加することによる社会全体への便益の分析も重要である。 
・ 蓄電池がドイツの需給調整市場にのみ参加することに関する評価・分析を実施するのみであれば、実証サイトの選定については、

選択肢が多かったのであろうと思われる。なぜならば、ドイツの需給調整市場は、ドイツの4TSOがそれぞれの市場を構築して

いるわけではなく、ドイツ内のどのTSOの制御区域にあっても、同じ需給調整市場に参加が可能であるからである。しかしなが

ら、無効電力やバランシングへの貢献の評価・分析も実施することも事業の一つと考えていると理解した。そのため、EWEの制

御エリアに導入されている自然変動電源の容量等の定量的データも示せていたら、より理解が深まると考える。 
・ 蓄電池における技術革新が進んだ結果、蓄電池単体のコスト競争力については、採択時の想定よりも前提条件が大きく変化した

ものと考える。普及段階（商用展開）では、鉛蓄電池等を活用し、コスト優位性にも配慮した提案を行っていくことが望ましい。 
 

＜肯定的意見＞ 
・ 目的が異なる複数の会議体を定期的に開催しており、プロジェクト全体としての運営が適切に行われている。特に、系統連系ラ

イセンスの取得、PCR／SCRの認証に関して、NEDOが積極的に関与することにより、PCRについては十分な実証試験期間を

確保できていることは評価できる。 
・ 運用ルール（容量規定）の変更にも迅速に対応し、認定容量を当初に取得した7 MWから9 MWに増加できたことは有意義であ

った。また、当初は想定していなかったlocal flexibility marketにも参加したことは、再エネ導入拡大のボトルネックの一つであ

る系統連系制約の効果的な改善に関して、様々 な示唆が得られたものと推測される。 
・ ドイツと日本との間で役割分担が適切になされていて、ドイツからは実証場所等のインフラが提供されている。実施マネジメン



 
  

トにおいては 課題共有や課題解決のための会議体が適切に設置されており、系統連系の許可やPCR並びにSCRの許認可も相

手国の協力の下、スムーズに取得されている。スケジュールが予定通りに遂行されており、非常に良いマネジメントがなされた

と評価できる。 
・ 相手国との関係構築の妥当性については、実際に設備を設置して、実験を滞りなく進めることができていた。また、advisory 

committeeも定期的に実施しており、適切な関係が構築されていたと考えられる。 
・ ドイツにおいてEWEは規模の大きな電気事業者であり、事業者の観点から規制当局に対して、制度の提案を実施してきた実績

を有する。この意味からも、ドイツにおける適切な事業者との協力体制を築くことができていると考えられる。 
・ 11種類の想定できた機能から、Feasibility Studyにより4つに絞って実証試験を実施するという検討をしている。これは実際の

事業者の観点から、PCRを中心とすると、この４つがマルチユースの実際の運用においても検討される組み合わせであるという

ことを示唆している。この知見を得ることができた点も素晴らしいと考える。 
・ 事業内容は妥当で、十分に練り上げられている。 

(1) 再エネ大量連系と市場制度に適応して、蓄電池の運用ソリューションを提案していくには、実際の電力系統での運用と実市場

での取引経験が不可欠である。ドイツの調整力市場では、PCR（1次調整力）、SCR（2次調整力）、ＭＲ（3次調整力）の入札

と応動について、4つの送電会社間での融通（GCC）、および、国際送電線を通じた融通（IGCC）を実施して、10年の経験が

ある。かつ、卸電力取引においても、VPPアグリゲーターの成長など、市場取引を活用したインバランス管理手法が発達して

いる。 
(2) このようなドイツの電力系統において、蓄電池の複数用途運用（マルチユース）を経験し、目標値を達成したことは、今後の

海外市場の開拓にとって、大きな意義がある。 
特に、① 異種電池によるPCR供給、② VPPによるSCRのpool (異種電池と再エネとのSCRの pool )を経由して、SCR応

動を行うことについて、出力精度、応動速度の目標を達成したこと、③ PCR供給と、local flexibility供給（局地的系統混雑の

調整）のマルチタスク（複合運用）を達成したこと、④ Spot市場から卸電力を調達して、蓄電池SOCの調整／改善に成果を

出したこと、⑤ DSO（配電会社）変電所に対する無効電力供給においても、複数用途運用を経験し、目標を達成したことは、

意義が大きい。 
・ 実証事業は、相手国（ドイツ）の関係機関との円滑な調整の上に実施されたと言える。 
・ 需給調整市場に関する規制／ガイドラインがドイツ語しか存在しない中、現地国の規制に適合し、需給運用の実績を積めた点は

大いに評価できる。 
・ リスクマネジメントについても、過去のNEDO内における知見の蓄積を踏まえ、適切に実施されたと言える。 

 
＜改善すべき点＞ 
・ PCRの申請に関して、事前に十分な情報が得られなかったため、当初の入札容量に対して構築した設備容量が適切でなかった印

象である。結果的には、当初入札申請よりも大きな容量の認可を取得でき、さらに運用ルール変更によって追加容量の認可が得

られたことは有意義であったが、今後、同様の取り組みを行う際には、事前に十分な情報が収集できるような体制を整えること

が望まれる。 
・まだ我が国で需給調整力市場が立ち上がっていない状況を EWE に理解してもらい、本事業からの我が国へのフィードバックを

想定して、需給調整市場の仕組みの知見を有するEWEから実証内容の提案などがあれば、なお良くなったと考える。 
・ 無効電力の供給は、需給調整力とは異なり、EWEの系統構成や需要家の種類等から必要な状況が決まるが、これらの情報は簡単

にアクセスできるものではなく、無効電力の実証データは貴重な情報である。無効電力供給を含むアンシラリーサービス事業を

検討する日本国内関係者へ広く共有するべきと考える。 
・ 改善すべき点は特段見当たらないが、本実証事業の成果や課題を今後の実証事業につなげていくことが必要である。 
 



2.3. 実証事業成果について 
＜肯定的意見＞ 
・ PCRに関しては1年以上の試験期間を確保でき、条件によってはマルチユースによって収益性が向上することが確認できたこと

は有意義であった。また、大容量の設備をPCRのみに適用することが最も収益性が高いことも確認でき、更なるコスト削減の必

要性を認識できたことも有意義であった。 
・ 電池間の電力融通についても効果を確認でき、ハイブリッド蓄電池システム利用の当初目的を達成できている。  
・ 蓄電池でのSCR認可をドイツで初めて取得でき、実証試験の実施期間は短かったものの、蓄電池としてSCRの要件を満たすこ

とが確認できたことは、国際共同実証事業として大変有意義であった。 
・ インバランス低減、フレキシビリティ供給、力率改善など様々 な目的に蓄電池を有効活用できることを確認するとともに、PCR

と卸電力取引の両機能の同時供給を行い、安定した機能提供のために SOC を適切に調整しつつ、収益性を向上する制御方法を

構築できており、本実証事業の当初の目的を十分に達成できている。 
・ PCR、SCR、バランシング、無効電力並びにマルチユースのいずれの項目においても当初の目標を達成している。また、PCRに

関しては実証期間の途中に運用条件の変更があったが、速やかに認可を再取得することで、変更後のデータの取得もなされてい

る。非常に良い実証事業成果が得られたと評価できる。 
・ 残った課題はなく、予定していた計画を全て達成できたのは素晴らしい。今回の入札は、落札された後に必要となる技術要件を

満たして運用できているかを確認することを重視していたが、SCRにおいて、MWh価格を高価格で入札した場合と低価格で入

札した場合の稼働実績の確認等もおこなっており、入札価格に関する知見も蓄積できたことは素晴らしい。 
・ 以下の成果は、実系統において、市場取引を活用した蓄電池の運用を確認した点で、意義がある。 
① PCRと卸電力取引の同時供給で、PCR出力7MWとインバランス低減運用の同時供給を確認したこと、GCS応答速度も 

1秒以内を確認したこと。 
② VPP Poolを介したSCR入札で、VPPとの連携運用プログラムを構築、安定運用したこと。 
③ 卸電力からの電力調達により、ハイブリッド蓄電池の SOC 残量調整と収益向上を可能にする運転制御プログラムを構築で

きたこと。 
④ マルチユース運用における知見を得たこと（1秒以内の応答速度と出力精度の目標値を達成、単独用途運用よりも、SOC変

動率が拡大する、インターフェースが複雑化する、などの知見）。 
⑤ 配電用変電所への無効電力供給において、常時力率0.95の無効電力を供給可能であると実証したこと、裁定取引対応に係る

実運用データを収集できたこと。 
・ 今後の欧州での蓄電池の市場開拓について、多様な運用方法のソリューション・プログラムを提供できる知見を得た点で、意義

がある。 
・ ドイツ調整力市場では、制度改変によって、従来、入札に参加できていなかった多様な電源が、PCR、SCR入札に参加できるよ

うになり、結果的に、調整力の調達コストの高騰を抑制する方向に作用している（入札締め切りから供給開始までの日数短縮、

蓄電池PCRの連続運転時間の短縮、国際送電線を通じた調整力の国際融通の拡大など）。欧州の調整力市場は、今後も、継続的

に制度改変されるであろう。この点で、蓄電池のマルチユースのソリューション・プログラムを構築できたことは、将来の制度

変更に対応しうる適応力をアピールできる点で、欧州での蓄電池の市場開拓に、役立つと思われる。 
・ EWE Vertrieb（VPP コントロールシステム）を通じたlocal flexibility市場（局地的な系統混雑管理）に参加し、経験を得たこ

と。DSO配電網における局所的な系統混雑に対して、充電負荷を供給し、実取引の経験を得たことについて、配電網における局

所的な過負荷／混雑解消のニーズは、今後、日本でも、拡大すると思われる。系統増強対策には一定の時間を要するため、短期

的な対応策として、こうした蓄電池活用も選択肢になると思われる。 
・ PCRのSOC制御について、各電池の残量不足時に、SPOT市場から残量調整用の電力を調達し、電池残量の調整、電池残量の

均一化を行う経験を得たこと。この点は、日本での蓄電池活用においても、重要な貢献をもたらすと考える。 
・ 達成課題については、当初の目標を全て達成できたと言える。そのうえ、実際の需給調整市場でのオペレーションを含めて、商



 
 
2.4. 事業成果の普及可能性 

用化に向けた経験が積めた国際実証であると言える。また、無効電力供給など、今後の市場を見据えた実証を行なえたことも収

穫であると言える。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ 日々 の落札価格の変動に対して入札価格の変化は小さい。技術的な課題を確認するためには調整力として落札されることが重要

であり、そのように入札価格が設定されたことについては理解できるものの、市場参入に関するノウハウを得るという観点から

は、技術以外の知見を蓄えるための適切な実証期間を加味し、落札の当落線上の入札を行ってもよかったのではないか。 
・ 本事業では、PCR、SCRの要件に即してハイブリッド蓄電池システムが構築され、所定の機能を満たすことが確認された。一方

で、既存のPCR／SCR市場は火力発電等を対象としたものであり、蓄電池本来の高い応答速度を十分に活用する必要がないが、

火力代替の調整電源が現状では不足しているため、蓄電池の高い応答性を発揮することでPCR、SCR の必要容量を削減するこ

とができれば、より再エネの導入量拡大に寄与できる可能性がある。本実証事業の成果を詳細に分析することで、蓄電池の高い

応答性を発揮できるような新しいPCR／SCR の枠組みを構築するような何らかの提言ができると、本事業の有用性がさらに高

まるのではと考える。 
・ 実証事業の内容というよりも、前提条件についてではあるが、蓄電池の構成がアプリオリであったため、本蓄電池のシステム構

成が市場要請に合致した点については検証できたものの、最適システムを提案できたかどうか、については課題が残ったと考え

る。実証成果を踏まえ、市場要請に応えた蓄電池仕様の検討等を進めていただきたい。 
 

＜肯定的意見＞ 
・ ハイブリッド蓄電池システムとしてのPCR／SCR 参入については更なる低コスト化が不可欠であることが明らかとなり、需要

家向けの蓄電池システムのビジネスモデル構築の必要性が明確になったことは、事業展開を検討する上で有意義であった。 
・ PCR及びSCRの取引市場規模やヨーロッパ６ヵ国について事業成果の普及可能性について調査がなされているが、これらの情

報は現地で実証したから得られた部分も大きいと思われる。また、実測データを元に各種運転モードでの経済性について検討が

なされている。各社毎に現地パートナーとの連携を強める等の戦略をもって普及体制・ビジネスモデルが構築されていることか

ら、事業成果の普及可能性はあると思われる。 
・ 事業性について、競合分析を実施しており、PCRのみの提供ではなく、SCR、バランシング、無効電力の提供をすることで、提

供者にとってリスクヘッジにもなることが考えられる。 
・ ドイツでは、SCRの上げ代と下げ代はセットでなく、異なる市場が設定されている。また、local flexibility marketも導入される

可能性があり、蓄電池が活用される可能性は増加していると考えられる。我が国における蓄電池普及の支援措置の一つのモデル

として、検討することができたと考えられる。 
・ ドイツでは従来型火力の減少により、PCR 用蓄電池が必要となる可能性を述べている。これが正しいならば、PCR 市場の競争

がより活性化するのではないかと考えられる。 
・ ドイツでのPCR、SCRの調整力取引への参加、VPPを経由したインバランス低減の取引、無効電力供給など、マルチユースの

蓄電池運用方法の経験は、今後の日本市場でも、活用されると期待している。VPPを経由したPCR、SCR供給の経験に基づい

て、欧州の連携企業と事業検討が進みつつあるので、期待したい。 
・ 再生可能エネルギーの導入拡大により、今後、市場の成長が見込まれる需給調整用の蓄電池市場に対して先導的な実証を行なっ

たと言える。 
・ 各社とも、それぞれの事業内容を考慮しつつ、実証過程で得られた知見、パートナーとの協業等を踏まえ、事業化に向けてビジネ

スモデル等を考慮しつつ個別に検討を進めており、「実証を通じた事業化の実現」という本事業の趣旨にも合致した成果が創出さ



  

れていると言える。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ 欧州における事業展開を図ることも重要であるが、蓄電池の高い応答性を有効活用するという観点からは、更なる低コスト化が

必要となるものの、慣性力が不足していたり、容量が小さい（例：マイクログリッド）系統などの周波数安定性が低い電力システ

ムへの適用を検討してもよいのではないか。 
・ 本事業で構築したハイブリッド蓄電池システムにおいて、NAS電池をいかに有効活用し、他の電池にない機能を発揮することが

重要と考える。今後の展開として、NAS電池の長期的に安定した特性を生かすことが期待されるが、現時点で得られた成果が必

ずしも NAS 電池でなければ達成できないものではないように見受けられた。需要家向けの蓄電池システムへの事業展開だけで

なく、需給調整市場においても、蓄電池の高い応答性を発揮できるような枠組みの構築を提言するなどが必要ではないか。 
・ 実証前評価想定時のPCRの取引価格が実証末期では1／3に下落したことで、蓄電池の大幅なコスト削減がないとシステムの投

資回収が厳しいとの結論になったことは、当初の見込みが甘かったと言わざるを得ない。また、今後は今回のプロジェクトでの実

施体制ではなく各社毎に普及拡大の取り組みを図っていくとのことであるが、やむを得ないことではあるが極めて残念である。

今後の普及拡大を図るうえで、システムコスト並びに取引収益は極めて重要であるので、複数の予測の元にビジネスが成立する

か（経済性）について厳しめに判断することも必要と思われる。 
・ 事業性を考える上では、マルチユースの実証が適していると理解できた。ただし、スライド60頁等でSCRは、取引量、市場規

模ともに減少傾向にあると述べている。この理由が欧州大での需給調整力を活用する仕組みの進展であると想定できる。そう考

えると、マルチユースの実証とスライド60頁等と整合させて説明を記述するべきだったと考える。 
・ TSO／DSOが蓄電池を保有できるか否かについて、記述しているが、そのことと蓄電池の普及の関係を明確に述べていない。こ

のスライドを活かすのならば、TSO／DSOがアンシラリーサービスを市場調達で確保することと、TSO／DSOが自前で蓄電池

を保有することの差異を記述すると、より良かったと考える。 
・ 省エネ・温室効果ガス削減効果を試算しているが、蓄電池の充電電力量の換算が抜けているのではないか。充電したときの電源構

成を考えていれば十分なのか。地域の潮流から考えるべきなのか等を考慮することは重要であると考えられる。 
・ 蓄電池のコスト低減の課題を補うためにも、複数用途の運用方法を可能にするソリューション提案（本実証のマルチユース等）を

セットで提示することが、重要になると思われる。今回の実証事業の知見にもとづいて、日本市場のみならず、より一層積極的

に、欧州市場の開拓に、取り組んでほしい。 
・ 蓄電池分野のコスト低減の進展、需要家側のDER（Distributed Energy Resource）普及に伴い、今後も調整力市場の価格低下は

進むと考えられる。プロダクトアウトではなく、市場要請／顧客要請に応えた機能提供、価格実現に向けて、本実証を通じて得た

知見を踏まえて各社とも努力を行っていただきたい。 
 



3. 評点結果 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性 3.0 A A A A A 
２．実証事業マネジメント 2.8 B A A A A 
３．実証事業成果 2.8 A A A A B 
４．事業成果の普及可能性 1.6 C C B B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 
〈判定基準〉   
１．事業の位置付け・必要性  ３．実証事業成果 
・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

 ・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

  
２．実証事業マネジメント  ４．事業成果の普及可能性 
・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

 ・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 
  

1.6 

2.8 

2.8 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．事業成果の普及可能性

３．実証事業成果

２．実証事業マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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独国ニーダーザクセン州大規模ハイブリッド蓄電池システム実証事業の概要

独国内最大の風力発電導入地域であるﾆｰﾀﾞｰｻﾞｸｾﾝ州において、ICTを活用した高速・高精度
に電力需給を制御できる系統情報技術及び蓄電池制御技術と協調動作するリチウムイオン電池と
NAS電池間の電力融通を行うハイブリッド蓄電池システムを構築し、実電力市場に適合する実証シ
ステムの最適化モデルを確立する。

独国経済エネルギー省の国プロである「enera」と強力な連携を図りながら、本実証システムが、技
術的・経済的にフレキシブルに需給調整できる電力系統インフラ技術の一つであることを明示する。

同州オルデンブルグを拠点に電力事業を営むEWEとの協業を視野に入れたビジネスモデルの構築
により、電力市場への参入実績と取引ノウハウ蓄積、及び実証システムの普及を目指す。

50hertz

Amprion

TransnetBW

TenneT

オルデン
ブルグ

ドイツ

独ニーダーザクセン州
北部が対象エリアファーレル変電所

【写真】
ファーレル変電所におけるハイブリッド蓄電池システム外観

2

１．事業の位置付け・必要性

エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業
３E+S （安定供給、経済性、環境適合、安全性）の実現に資する我が国の先

進的技術の海外実証を通じて実証技術の普及に結び付ける。さらに、制度的に先行
している海外のエネルギー市場での実証を通じて、日本への成果の還元を目指す。こ
れらの取組を通じて、我が国のエネルギー関連産業の国内外への展開、国内外のエネ
ルギー転換・脱炭素化、我が国のエネルギーセキュリティに貢献することを目的としてい
る。（出所：基本計画）

実証成果の日本への
還元

3



１．事業の位置付け・必要性

（１）意義

• ｴﾈﾙｷﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ改善
• 発電資源の自給率向上• インバランス対策

• 安定した調整力

将来の電力系統のあるべき姿（ドイツにおける将来課題とその施策）

•温室効果ガス低減
• ＣＯＰ21目標達成

•エネルギーミックスに
占める原子力発電量
の低減

安全性 環境性

持続性経済性

原子力発電の全廃
＠2022

化石燃料電源の低減
石炭火力発電の全廃

＠2038

現
状
の
課
題

将
来
の
課
題

再生エネルギー導入加速蓄電池の導入

安全なｴﾈﾙｷﾞｰﾐｯｸ
ｽの実現

環境にやさしい
発電源の導入

安定した経済性の
高い調整力

・ドイツは、エネルギー転換政策（Energiewende）を軸に、発電、送電系統（TSO、DSO)、需
要、市場のそれぞれの側面の課題解決をめざし、再エネ導入の加速と系統制御のデジタリゼーション
を推進している。
・同様な課題を共有する日本にとって、先進ドイツにおける本実証は有意義であり、国内への知見や
ノウハウの展開や、海外市場への展開の足掛かりになる。

4

１．事業の位置付け・必要性

（２）政策的必要性

■2015年上半期の風力導入量は
3GWで、そのうちの1.8GWが洋上風力。
■洋上風力の導入量は2014年で
2GWであり、2020年にはさらに10GW
導入される予定。

ニーダーザクセン州地域はドイツ国内最大の風力発電導入地域であり、周辺の電力需要
を大きく上回る発電量となっている。ＲＥ導入の先進地域であり、日本の将来課題を先
取りした本実証を実施するサイトとして最適。
再エネの出力抑制、系統混雑緩和、調整力市場（連系規定や）など、REの大量導入
に際していつ用となる様々な制度・政策へ適合させるためのソリューション提供を実証事業
を通して知見を蓄積可能とするとともに、連邦政府、州政府、市場関係者・運用者らとの
情報・意見交換を実施でき、我が国の政策・制度の検討の参考とすることができる。

5



１．事業の位置付け・必要性

（３）NEDO関与の必要性
（以下２つのNEDOミッションを国際実証を通して実践する）

■ エネルギー・地球環境問題の解決
新エネルギーおよび省エネルギー技術の開発と実証試験等を積極的に展開し、新エネル

ギーの利用拡大とさらなる省エネルギーを推進します。さらに、国内事業で得られた知見を基
に、海外における技術の実証等を推進し、エネルギーの安定供給と地球環境問題の解決に
貢献します。

⇒先進国が抱える地球環境・資源セキュリティ課題に取り組む国際共同実証事業
⇒２０２０年の日本における電力システム改革に貢献するＩｏＴ連携ハイブリッド蓄

電池システムの構築

■ 産業技術力の強化
産業技術力の強化を目指し、将来の産業において核となる技術シーズの発掘、産業競争

力の基盤となる中長期的プロジェクトの実施および実用化開発における各段階の技術開発
に取り組みます。その際、産学官の英知を結集して高度なマネジメント能力を発揮することで、
新技術の市場化を図ります。

⇒エネルギー変革を進める欧州・ドイツへの日本のIoT＆蓄電池システムのインフラ輸出
⇒新しいハイブリッド蓄電池システムを用いた実電力取引市場での取引参入実績・ノウ

ハウを構築し、欧州・世界へのインフラ輸出の足がかりとする

6

１．事業の位置付け・必要性

SINTEGは、スマートな再生可能エネルギーをベースとし
た環境に優しく、安全で手頃な価格の電力供給のための青
写真を開発し、得られた成果をより広範囲に展開すること
を目指している。 ショーケース地域は、知識を蓄積し、経
験し、共同活動を行い、今後数十年にわたるエネルギー転
換によってもたらされる技術的、経済的、規制上の問題に
取組み、現実的なモデルソリューションを実証・提供する。
プログラムの主な目標は以下の通りであり、ドイツ国内

の5地域（右図）にて、2016～2020年まで実証を行う。

高レベルの再生可能エネルギーで確実かつ効率的なグ
リッド運用を保証
効率性と柔軟性（市場と電力系統の両面）の可能性追及
スマートエネルギーシステムのすべてのプレーヤーが効
率的かつ安全な方法で参画できることの実証
既存の系統構造をより効率的に使用し、 配電網レベルで
のグリッド拡張（増強）の必要性を低減させる

SINTEG : Showcase on INTelligent EnerGy
Digital agenda for the Energiewende

（３）NEDO関与の必要性

NEDO実証（日本）とEnera
実証の一部（ドイツ）が連携
し国際共同実証事業を実施

太陽エネルギーの利用拡大、効
率化を目的とし、実証規模（セル
サイズ）を変えた大小３０のPJで
構成。セル内での地産地消、セル
間のエネルギー融通などを実証。

大規模な需要供給向けに分散型
の太陽光と風力エネルギー利用の
ソリューション開発。従来の一方
方向の潮流から、上流⇔下流の双
方向潮流の最適化を図る。

風力発電の余剰電力を効率的に管理す
る手法を見出すこと、需要サイドマネジ
メント（DSM）、ストレージユニット、
セクターカップリング等により需給バラ
ンスの確立と運用の柔軟性の改善。

デジタルネットワーキン
グを通じて、再生可能エネ
ルギー発電、電力網、エネ
ルギー利用者を効率的に組
み合わせることを目指す。
すべてのエネルギー源を効
率的に統合し、電力、熱お
よび輸送交通利用の全体最
適化を図る。デジタルデー
タの活用、利用者保護も
テーマの一つ。

SINTEG
ドイツ国内5地域実証

ドイツBMWi（連邦経済エネルギー省）
が牽引する実証事業（国プロ）SINTEG
の一つである“enera”とNEDO事業とが連
携し、国際共同実証事業として実施され
ており、政府系組織であるNEDO関与が
大きな役割を果たしている。
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１．事業の位置付け・必要性

SINTEG – Showcase on INTelligent EnerGy
Digital agenda for the Energiewende - BAnz AT 03.02.2015 B1
Coordinator: EWE AG enera joint project

SINTEGの5大実証の一つである“enera”は、電力系統、市場、データの3つの優先
事項に対応したソリューション作りが狙い。静的から動的へ、そして集中型から分散型
へと変化するエネルギー転換に向けた重要課題のアイデア出しとソリューションの確立
を目指した実証がなされている。 “enera”配下の多くのテーマの中でも、日独共同で
大容量蓄電池システムを電力系統に連系させ、インテリジェント技術を活用することは、
開設済みの調整力市場、また将来のローカル市場を見据えた重要な取り組みに位置付け
られている。（図中、赤線枠内）

Enera実証における日独国際
共同実証事業の位置づけ

電力系統 市場 データ

アプリケーション
（ソフト）

電気通信 資産管理

R&D

住民参加
起業支援

NEDO実証

（３）NEDO関与の必要性
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２．実証事業マネジメント （１）相手国との関係構築と事業推進

2017年3月19日 MoU・IDサイン式典
（ハノーファー・CeBIT会場）

2018年11月1日
実証システム運転開始式

2020年2月28日
事業終了

2018年10月16日 NEDO smart 
Community showcase にて共同講演

2018年6月
Advisory Committee

2017月12月
Advisory Committee/

eneraワークショップ

2017年6月
Advisory Committee

2018年12月
Advisory Committee/eneraワークショップ

2019月6月
Advisory Committee/eneraワークショップ

2019年12月
Advisory Committee/eneraワークショップ

2018年8月
eneraワークショップ

• 実証事業に関する情報共有、相互理解・意識の
醸成、進捗管理、課題解決等のため、日独間に
てAdvisory Committeeを設置。

• また、eneraプロジェクトの理解促進とNEDOプロ
ジェクトの融合、シナジー効果を発揮させるため
enera workshopも共同運営し、成果の充実化
のためのマネジメントに努めた。

10

２．実証事業マネジメント （２）実施体制と課題共有・問題解決

実証実施体制①

定例会議
（月1回）

アドバイザリー委員会
（年2回）

国内3社と委託契約
（実施計画書）

11



２．実証事業マネジメント （２）実施体制と課題共有・問題解決

課題共有・問題解決②
会議体等 頻度

回数
目的 具体例

Advisory Committee（AC）
(NEDO、州政府、EWE、委託
者代表等）

年２回
合計6回

• プロジェクト・スケジュール管理
• 情報共有・課題解決に向けたコンセンサス

形成、および事業の円滑な推進のための
便宜供与の依頼

• 必要な実務処理のための働きかけ
• 実証成果の最大化に向けた連邦政府、

州政府、地元自治体とも連携対応
• 成果の情報発信・広報の共同推進

• ローカル対応が必要な工事検査管
理

• PCR、SCRの早期認証取得のため
の働きかけ

• 実証終了後の資産運用・管理
（処分）のためのコンセンサス形成

Enera workshop
（日独プロジェクトメンバ）

ACに併設
計5回

• 関連情報・知識・レベルアップのための情報
共有

• Enera PJの紹介
• Local Flexibility Marketの概要
• GCS制御システムの概要説明 等

定例会議
（NEDO、日立化成、日立パ
ワー、日本ガイシ）

月例
合計26回

NEDO⇔委託者間で交わす「実施計画書」に
基づく、進捗実行管理。
• NEDO規定・責任範囲内の意思決定、

承認のため協議等

月次プロジェクト進捗管理
• 情報・課題・問題の共有
• 予算の適切な管理
• 情報発信・広報の推進
• 対処方針・審議（適宜）

リスク管理 適宜 「国際実証におけるリスクマネジメントガイドライ
ン」に基づき、実証を実施する上でのリスク要因
について、NEDOと事業者で議論を行い、想定
されるリスクに対する対応計画を検討・策定する。

• 次項参照

アドバイザリ委員会
（有識者、NEDO、日立化成、
日立パワー、日本ガイシ）

2019年
10月開催

• プロジェクトの終了を見据え、途中経過段階
の成果について、国内の有識者からのアドバ
イスを仰ぎ、事業に反映させる。

• 技術成果の中間レビュー
• ビジネスモデル構想のおける着眼点や

ヒントの助言
12

リスク発生要因

1.カントリーリスク

(1)政治

①政権／体制

②相手国政府
予算

③MOU締結・手
続き

④カウンターパー
ト

⑤外為取引

⑥政治暴力

(2)法制度

①法制度変更

(3)税／関税

①関税

①法人税

①付加価値税

①固定資産税

(4)文化

①商習慣

②世論

③宗教

④言語・コミュニ
ケーション

2.商業リスク

(1)ビジネスアライ
アンス

①ID・契約締
結

(2)ファイナンス

①資金調達

②為替

3.機器・システム

(1)プロジェクト
スコープ

①資産取扱

②許可・ライセン
ス

③サイト選定

④インフラ
（電気・水）

⑤技術適合

(2)部品調達

①装置・材料
等

②燃料供給

③輸出・輸送

(3)建設

①スケジュール
管理

②品質

③自然災害

4.実証／オペ
レーション

(1)人材

(2)労働安全・
環境保全

(3)機器保全

5.国内リスク

(1)NEDO予算

(2)国内政策・
制度見直し

(3)マネジメント
スキル

(4)日本企業の
戦略

(5)コンプライア
ンス

(6)NEDO・事
業者間契約

6.普及展開

(1)ビジネスモデ
ル

(2)マーケット

(3)標準化

2018年2月にNEDO国際部が制定した「国際実証におけるリスクマネジメントガイドライン」に基づき、国際
実証を実施する上でのリスク要因について、NEDOと事業者で議論を行い、想定されるリスクに対する対応
計画を検討・策定し、事業に臨んだ。

出典：国際実証におけるリスクマネジメントガイドライン第１版

●許可・ライセンス
系統連系の許可やPCR/SCRの認証に
ついて、遅延リスクの予防や実際に遅
延が発生したときの対応について予め
NEDOと事業者の間で協議。

●マーケット

取引価格の下落をリスク要因と考え、実証
期間中の価格推移を注視。価格の下落が大
きいことを見越して、実証開始時に想定して
いなかったlocal flexibility marketなど新たな
収入源を模索。

図 リスク一覧と具体的な議論例

２．実証事業マネジメント （２）実施体制と課題共有・問題解決

課題共有・問題解決②

13



２．実証事業マネジメント （３）事業内容（システム概要）

事業内容

【設備容量】
・WF 約3.4GW
・VPPプール

バイオマス発電設備：480MW
CHP：140MW 14

２．実証事業マネジメント

機能
UC 提供サービス サービス

対象者 対象市場 概要

1 Primary 
Control 
Reserve 
(PCR)供給

TSO バランシング市場 実需要タイミングでの需給調整メカニズムに対し、自端
周波数の基準値からの偏差に応じて自動応答30秒以
内で発動するPCR供給。ガバナフリーに相当。

2 Secondary
Control 
Reserve 
(SCR)供給

TSO バランシング市場 実需要タイミングでの需給調整メカニズムに対し、TSOの
指令に従い自動応答5分以内で発動するSCR供給。
LFCに相当。

3 バランシング
（同時同量対
応）

BRP
(電力取引会
社、電力小売
等)

SPOT
市場

BRPによる需給調整メカニズム（TSOの需給計画に
沿って、市場取引のゲートクローズまで行う需給調整）
に対し、BG内でのインバランス低減及びSPOT市場への
電力供給を行う。

4 無効電力供給 DSO OTC 系統の力率改善のために行う系統安定化サービス

基礎調査を通じ、蓄電池に対するニーズ（実証機能）及び市場動向から当初案11の機能からFS：
Feasibility Study前の時点で4つの機能（UC: Use case）をEWEと共に選定済。
FSを通じ、経済性が成り立つような機能運用の配分を検討し、PCRを軸としたバランシング、無効電力
とのマルチユースを行うこととした。PCRが落札失敗した場合においては、SCRへの入札を行い収益性を
向上させる。

実証機能

（３）事業内容 実証機能
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２．実証事業マネジメント

機能
(UC)

課題 対策 実証での検証事項

PCR 異種電池の
SOC管理

・GCSによるSOC調整制御 ・制御パラメータのチューニングにより、PCR契約期
間においてSOC残量不足が生じない運用方法を
構築
・入札申請出力：（４MW⇒）6～7MWでの認
可取得

・運用方法改善、検出精度向上等による
SOC検出誤差縮小

・PCR運用終了時の検出SOCと実SOCの比較

SCR 異種電池の
SOC管理

・GCSによるSOC調整制御 ・制御パラメータのチューニングにより、SCR契約期
間においてSOC残量不足が生じない運用方法を
構築

VPPとの連携 ・落札、出力配分、SOC調整等の一連の
運用における、GCS-VPP間のインターフェイ
ス構築

・現地試運転でのインターフェイス確認
・SCR実運用での動作確認

バランシ
ング

異種電池の
SOC管理

・GCSによるSOC調整制御 ・制御パラメータのチューニングにより、インバランス低
減量の大きい運用方法を構築

・運用方法改善、検出精度向上等による
SOC検出誤差縮小

・バランシング運用終了時の検出SOCと実SOCの
比較

VPPとの連携 ・出力配分、SOC調整等の一連の運用に
おける、GCS-VPP間のインターフェイス構築

・現地試運転でのインターフェイス確認
・バランシング実運用での動作確認

朱記所：目標値

（３）事業内容・実証項目

実証項目・内容①
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２．実証事業マネジメント

機能
(UC)

課題 対策 実証での検証事項

無効電力
供給

系統電力の力率
改善

・PCSからの無効電力供給
他のUCの無効電力制御に干渉しな

い様、GCSから各PCSに出力配分する

・DSOからの指令に従い、GCSから各PCSに無効
電力を配分・出力。ファーレル変電所の力率改善
効果を構築
・常時力率0.95分の無効電力を供給可能であ
ること

マルチファ
ンクション

異種電池のSOC
管理

・GCSによるSOC調整制御
（各UC単独運用時よりSOC変動が
増加する）

・制御パラメータのチューニングにより、PCR契約期
間においてSOC残量不足が生じない運用方法を
構築

VPPとの連携 ・落札、出力配分、SOC調整等の一
連の運用における、GCS-VPP間のイン
ターフェイス構築
（各U単独運用時よりインターフェイス
が複雑化する）

・マルチファンクション実運用での動作確認
・GCS応答速度：1秒以内
（系統状態検知から下位への指令まで）

朱記箇所：目標値
実証項目・内容②

（３）事業内容・実証項目
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２．実証事業マネジメント

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

EW
E

NE
DO

2017 2018 2019 2020

配線工事

LIB, NAS詳細設計

製造、輸送
搬入、据付

試運転

PCR試験、システム運用、評価

実証期間 [2017/4/1-2020/2/29]

展開対象国調査・分析
顧客候補絞込み

顧客価値の検討、顧客候補への訪問・提案活動

運転開始式（2018/11/1）

MOU,ID締結
事業化評価委員会

GCS、全体システム詳細設計

許認可

PCR許認可 SCR許認可

系統接続

搬入・据付

基礎工事

20.1憶円 5.6億円 3.1億円予算総額
（約28.8億円）

（３）スケジュール

スケジュール
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2020年11月

「独国ニーダーザクセン州大規模ハイブリッド
蓄電池システム実証事業」（事業説明資料）

（2017年度～2019年度 3年間）
日立化成株式会社(現 昭和電工マテリアルズ)

株式会社 日立パワーソリューションズ
日本ガイシ株式会社

NEDOプロジェクトチーム(スマートコミュニティ部・国際部)

複製を禁ず
公開

「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／
独国ニーダーザクセン州大規模ハイブリッド蓄電池システム実証事業」
個別テーマ／事後評価委員会 資料5-2

目次

１．事業の位置付け・必要性 (NEDO)
（１）事業の意義
（２）政策的必要性
（３）NEDO関与の必要性

２．実証事業マネジメント (NEDO)
（１）相手国との関係構築
（２）実施体制
（３）事業内容・計画

３．実証事業成果 (日立化成、日立パワーソリューションズ、日本ガイシ)
（１）事業内容・計画の達成状況と成果の意義

４．事業成果の普及可能性 (同上)
（１）事業成果の競争力 [一部非公開]
（２）普及体制 [非公開]
（３）ビジネスモデル [非公開]
（４）政策形成・支援措置
（５）対象国・地域又は日本への波及効果の可能性
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表：目標と成果

◎：大幅達成、 ○：達成、 △：達成見込み、 ×：未達

３-１. 事業内容・計画の達成状況と成果の意義（1/2）

目標 成果 達成
度

残った課題／
変更した場合は
その内容など

項目1.
PCR

1. 事前資格審査合
格：認可出力6～
7MW以上取得

2. 実電力系統でのシス
テム安定運用

1. 2018年9月に7MW取得。
運用ルール変更（運用期間が１週間から１日に変更）

による再審査により、2019年7月に9MW取得
2-1. SOC調整制御確立
2-2. 市場ルールの順守：出力制度・応答速度
2-3. 市場運用実績

1~7MW 2019年6月末まで：15週間
1~9MW 2019年7月以降：112日間

◎ 無し

項目2.
SCR

1. 事前資格審査合
格：認可出力
4MW以上取得

2. 実電力系統でのシス
テム安定運用

1. 2019年10月に6MW取得（蓄電池での取得はドイツ初）
2-1. SOC調整制御確立
2-2. 市場ルールの順守：出力制度・応答速度
2-3. 市場運用実績

2020年2月まで：61回(上げ)、50回(下げ)

○ 無し

項目3.
バランシング

1. EWE社VPPコント
ロールシステムとの連
携による各種バラン
シング機能の実運用

1-1. 3種のバランシング機能（同時同量対応、フレキシビリティ
供給（発電過剰等による系統混雑のリスク低減のための
調整力供給）、裁定取引対応）の運用データ取得

1-2. SOC調整制御確立
〇 無し

３．実証事業成果
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表：目標と成果

３-１. 事業内容・計画の達成状況と成果の意義（2/2）

目標 成果 達成度
残った課題／
変更した場合
はその内容など

項目4.
無効電力

1. 電力系統
（ファーレル変
電所受電点）
の力率改善

2. 常時力率0.95
以上の無効電
力出力

1. ファーレル変電の力率改善に寄与
2. 通常運用での系統連系点の有効電力の最大値に対する

遅れおよび進み力率0.95相当以上の無効電力を供給可
能であることを確認

〇 無し

項目5.
マルチユース

1. EWE社VPPコン
トロールシステム
との連携・システ
ム安定運用

2. 経済性の向上

1-1.最大PCR落札出力7MW、バランシング出力2MWの
同時供給達成

1-2.GCS応答速度：1秒以内であることを確認
2.   PCR7MW単独時と比較し、収益向上（約20%）

〇 無し

３．実証事業成果

◎：大幅達成、 ○：達成、 △：達成見込み、 ×：未達
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３-２. PCR

３．実証事業成果

(1)-1 事前資格審査：事前審査のプロセス

No. プロセス 担当 認可 期限・状況

1 ハイブリッドシステムのPCR運転
コンセプトの認可

日立パワー
（独語訳：EWE） TenneT 完了

(2018/5)

2 VPP-TSO間通信コンセプトの認可 EWE TenneT 完了
(2018/6)

3

充放電試験
(1)容量確認試験 【放電試験】
（30min criterion）

(2)出力確認試験 【放電／充電試験】

試験：日立パワー・EWE
計測およびデータ提出：EWE
(PQポータルへのアップロード)

TenneT 完了
(2018/9)

4 VPP-TSO間通信確認試験 EWE TenneT 完了
(2018/9)

5 PCR運用契約with TSO
（prequalification発行） EWE TenneT 完了

(2018/10/30)

目標： 6または7MWでの認可取得に対し、
実績： 7MWでの認可取得に成功
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３-２. PCR

３．実証事業成果

(1)-2 事前資格審査：充放電試験

分

出力

7,000kW

(=100%)

15 30 45 60 75 90

放電

15分間

休止

15分間

充電

15分間

LIB/NAS同時出力

0

連系点出力

105 120

充電

15分間

135

-7,000kW

(=100%)

充電

放電

LIB/NAS同時出力

放電

15分間

休止

15分間

休止

15分間

休止

15分間

1. 容量確認試験パターン(60分以上（4サイクル以上）出力を継続すること)

2. 出力確認試験パターン
（出力精度(+20%以内)、応答速度(15秒以内)が規定を満足すること）
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３-２. PCR

３．実証事業成果

(1)-3 事前資格審査：運用ルール(容量規定)変更への対応（2019年7月～）

蓄電池等の容量制約のある電源でPCR供給を行う場合、契約出力にて最低30分（充電・放電両方
向）連続供給可能な容量(Wh)が必要であった[30min-criterion]。
しかし、EU諸国では15分が一般的であり、ドイツでも連邦ネットワーク庁が30分⇒15分への変更を決定
（2019/5/23）。
規定変更により、同容量の蓄電池システムでもより高出力でのPCR契約が可能となる（取引収入増加が
期待できる）ため、本実証でも15分容量の場合の認定試験を実施した。

容量規定が30分⇒ 15分に短縮され、PCR供給に必要な蓄電池容量が減少

容量規定：30分
(旧規定)

容量規定：15分
(現在)

1MWのPCR供給に必要な蓄電池容量

> 0.5MWh(放電方向) + 0.5MWh(充電方向)

> 0.25MWh(放電方向) + 0.25MWh(充電方向)

⇒ PCR許認可の再試験を実施

容量
減少

25

３-２. PCR

３．実証事業成果

(1)-4 事前資格審査：容量規定変更後の再審査

既に7MWの許認可を取得してるため、9MW取得のための充放電試験のみを実施。
試験方法は7MW取得時の試験方法と同様（出力を9MWに変更）。
新容量規定にて、9MWでの認可取得に成功

No. プロセス 担当 認可 期限・状況

1 ハイブリッドシステムのPCR運転
コンセプトの認可

日立パワー
（独語訳：EWE） TenneT 今回は不要

（変更なし）

2 VPP-TSO間通信コンセプトの認可 EWE TenneT 今回は不要
（変更なし）

3

充放電試験
(1)容量確認試験 【放電試験】
（30min criterion）

(2)出力確認試験 【放電／充電試験】

試験：日立パワー・EWE
計測およびデータ提出： EWE
(PQポータルへのアップロード)

TenneT
(1)完了

(2019/8/22)
(2)今回は不要

4 VPP-TSO間通信確認試験 EWE TenneT 今回は不要
（変更なし）

5 PCR運用契約 with TSO
（prequalification発行） EWE TenneT 完了

(2020/1/13)
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３-２. PCR

３．実証事業成果

(2)-1 SOC調整制御：概要

TSO

報告入札

需給調整市場

充放電

VPPｺﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑ

GCS

リチウムイオン電池 NAS電池

ハイブリッド
蓄電池システム

SPOT市場

残量調整取引

報告・残量調整取引依頼

周波数
出力
決定

落札結果

出力配分

各電池の残量不足時には、SPOT市場から残量調整用の電力を調達 ⇒(2)-2
出力の許容範囲内(20%分)で出力を調整し、電池残量を管理
各電池の残量差が拡大した場合には、電池間の電力融通により均一化

放電
方向

充電
方向

周波数低下時、放電

50.049.949.8 50.1 50.2

周波数[Hz]

0
20
40
60
80
100
120

-20
-40
-60
-80
-100
-120

最小出力
最大出力
出力許容範囲

周波数上昇時、充電

出力
[%]

PCRの応動範囲

49.99

50.01

出力許容範囲(20%分)

電力融通
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-2000

0

2000

4000

1/31 2/1 2/2

連系点出力(PCC output, kW)

-4000

-2000

0

2000

4000

1/31 2/1 2/2

SPOT市場取引電力(Traded power, kW)

0

25

50

75

100

1/31 2/1 2/2

全体SOC(Total SOC, %) LIB SOC(%) NAS SOC(%)

-4000

-2000

0

2000

4000

12:00 12:15 12:30 12:45 13:00

連系点出力(PCC output, kW)
PCR出力[kW]

-4000

-2000

0

2000

4000

12:00 12:15 12:30 12:45 13:00

SPOT市場取引電力(kW)

出力抑制指令

(EISMAN)

LIBのSOC
低下

買電による

SOC回復

LIBおよびNASの
SOC低下

買電による

SOC回復量増

買電

売電

充電

放電

買電電力分、

充電方向の出力を増加

※

３-２. PCR

３．実証事業成果

(2)-2 SOC調整制御：SPOT市場からの電力調達
PCRの出力目標値を基準に、SPOT市場からの電力調達分をシフトすることが認められてる
電池残量に応じて、電力調達の方向(買・売)と量を調整し、残量を回復する制御を導入

※出力抑制指令
（EISMAN)：
系統混雑時の系統保

護を目的として、送電事
業者または配電事業者
から発電設備に対し送
信される指令。

SPOT市場からの電力調達は、要求から調達まで最短20分で運用

10:00 10:10 10:15 10:30 10:45

10:30~10:45枠でのSPOT市場から
の電力調達を要求GCS⇒VPP）

SPOT市場からの
電力調達

スケジュール送信
VPP⇒GCS

出力指令値送信
VPP⇒GCS

(運用例)
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３-２. PCR

３．実証事業成果

(3)-1 市場ルールの順守：出力精度・応答速度（入札：7MW）

-7,000

-3,500

0

3,500

7,000

2/18 2/19 2/20 2/21 2/22 2/23 2/24 2/25

[k
W
]

連系点出力[kW]

49.8

49.9

50

50.1

50.2
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[H
z]

系統周波数[Hz]

0
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100

2/18 2/19 2/20 2/21 2/22 2/23 2/24 2/25

[%
]

SOC[%]

49.88

49.94

50

50.06

50.12

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

19:30 20:00 20:30 21:00 21:30 22:00

[Hz][kW]

連系点出力[kW]

系統周波数[Hz]

49.88

49.94

50

50.06

50.12

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

21:00 21:01

[Hz][kW]

連系点出力[kW]

系統周波数[Hz]

系統周波数の変動後、数秒程度の遅れで蓄電池システムの連系点出力が追従して
おり、出力精度(規定:20%以内)・応答速度(規定:15～30秒以内)とも問題なし

54.4

37.7右図期間での
SOC変動：
50±13％以内 29

３-２. PCR

３．実証事業成果

(3)-2 市場ルールの順守：出力精度・応答速度（入札：9MW）
容量規定変更後の運用では、入札出力の増加に伴いSOC変動が増加したが、
1週間以上の連続契約でも問題なくPCR供給を行うことができた

-7000

-3500

0

3500

7000

2/3 2/4 2/5 2/6 2/7 2/8 2/9 2/10

連系点出力(PCC output, kW)

49800

49900

50000

50100

50200

2/3 2/4 2/5 2/6 2/7 2/8 2/9 2/10

系統周波数(Frequency, mHz)

0

25

50

75

100

2/3 2/4 2/5 2/6 2/7 2/8 2/9 2/10

全体SOC(Total SOC, %)

PCR
(9MW)

出力抑制指令
(EISMAN)

出力抑制指令
(EISMAN)

やや高 やや低

SOC増
SOC減

周波数によりSOCはやや変動したが、
許容範囲内で安定して運転を継続できた

許容
上限

許容
下限

66.0

32.7

右図期間での
SOC変動：
50±18％以内
(前頁7MW入札時：
50±13%と比較
してやや増加) 30



49.80

49.85

49.90

49.95

50.00

50.05

50.10

50.15

50.20

2019/7/1 2019/10/1 2020/1/1

[Hz] 瞬時最大周波数[Hz] 瞬時最小周波数[Hz]

50.120 [Hz]

49.812 [Hz]

2019年7月～2020年2月までのPCR運用期間中の周波数解析を実施。(計111日間)
一日の中での瞬時最大最小周波数をプロット。
瞬時最大周波数：50.120 [Hz/s]、瞬時最小周波数：49.812 [Hz/s]

３-２. PCR

３．実証事業成果

(3)-3 市場ルールの順守：周波数解析
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３-２. PCR

３．実証事業成果

(4)-1 需給調整市場での運用実績：15週間（2019年6月末まで）出力：1～7MW
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PCR落札価格: 2019年1月～6月
(PCR tender price: 2019 KW1～2019 KW26)

ドイツ落札範囲(EUR/MW/週) ドイツ落札量(MW) エリア最高落札額(参考)
エリア最低落札額(参考) ドイツ落札額中央値(EUR/MW/週) 実証での入札実績(EUR/MW/週)

(MW) (EUR/MW/week)

All transaction in Germany(MW)
(620MW±30%)

Maximum price 
(EUR/MW/week)

Minimum price
(EUR/MW/week)

Price range in Germany
(EUR/MW/week)

Median price in Germany
(EUR/MW/week)

Tendered price in our demonstration
(EUR/MW/week)

7/1: 入札スケジュール変更
（一週間単位⇒一日単位）

2019年1-6月平均落札価格: 
1523(EUR/MW/week)
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３-２. PCR

３．実証事業成果

(4)-2 需給調整市場での運用実績：運用ルール(運用期間) 変更への対応（2019年7月～）

金

受付
開始

火
15:00
受付
締切

16:00
落札
結果

・・・
運用期間

入札

12:00
・・・ 月

0:00
日
24:00

火 水 木 金 土

PCR供給

運用1週間前運用2週間前

運用
14日前
受付
開始

2日前
15:00
受付
締切

16:00
落札
結果

1日前・・・ 運用日
0:00-24:00

入札
PCR
供給

変更前(～2019年6月)：1週間

変更後(2019年7月～)：1日間
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３-２. PCR

３．実証事業成果

(4)-3 需給調整市場での運用実績：112日間（2019年7月以降）出力：1～9MW
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2019/8/26

2019/9/2

2019/9/9

2019/9/16

2019/9/23

2019/9/30

2019/10/7

2019/10/14

2019/10/21

2019/10/28

2019/11/4

2019/11/11

2019/11/18

2019/11/25

2019/12/2

2019/12/9

2019/12/16

2019/12/23

2019/12/30

2020/1/6

2020/1/13

2020/1/20

2020/1/27

2020/2/3

2020/2/10

2020/2/17

2020/2/24

PCR落札価格: 2019年7月～2020年2月
(PCR tender price: 2019 KW27～2020 KW9)

ドイツ落札額(EUR/MW/日) ドイツ落札量(MW) 国境間共通落札額(参考) 実証での入札額最高値(EUR/MW/日)

(MW) (EUR/MW/day)

All transaction in Germany(MW)
(620MW±30%)

Crossborder settlement price 
(EUR/MW/day)

Settlement price in Germany
(EUR/MW/day) Maximum tendered price in our demonstration

(EUR/MW/day)

シングルプライスオークション制:
全落札者の落札価格は同一値となる

(全落札者のうちの最高入札額と一致)

2019年7-12月平均落札価格: 
208(EUR/MW/日)
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３-２. PCR

３．実証事業成果

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 15 15 100

2 0 3 3 100

3 0 0 3 3 100

4 0 0 1 2 3 92

5 0 0 0 0 0 0 -

6 0 0 0 0 0 0 0 -

7 0 0 3 2 4 9 57 75 93

8 0 0 0 0 0 0 0 6 6 100

9 0 0 0 0 0 0 0 0 7 7 100

15 3 7 4 4 9 57 6 7 112 95

落札成功
確率[%]

入札
出力
[MW]

落札出力[MW]

落札回数

入札回数

(4)-4 需給調整市場での運用実績：112日間（2019年7月以降）

※分割入札(1MWごとに異なる価格での入札)を行ったため、入札出力≧落札出力 となる場合あり
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３-3. SCR

３．実証事業成果

(1)-1 事前資格審査：事前審査のプロセス

No. プロセス 担当 認可 状況

1 ハイブリッドシステムのSCR運転
コンセプトの認可

EWE/
日立パワー

TenneT 完了
（PCR運転コンセプトに追記）

2 VPP-TSO間通信コンセプトの
認可

EWE TenneT 今回は不要
（EWEにて既にSCR運用実績あり）

3 VPP-TSO間通信確認試験 EWE TenneT 今回は不要
（EWEにて既にSCR運用実績あり）

4

充放電試験
(1) 出力確認試験（充電）
(2) 出力確認試験（放電）
(3) 容量確認試験（60分以上）

試験： EWE/日立パワー
計測およびデータ提出：
EWE

TenneT

完了
(1) 完了（2019/3/12）
(2) 完了（2019/3/12）
(3)PCR容量確認試験結果(7MW×3h)
を提出。また、TSO要求により連続
60分出力供給試験(6MW×60min)
も実施（2019/8/1）

5 SCR運転契約
（prequalification発行） EWE TenneT

完了(2019/10/25)
EWEのSCR既存契約に
実証システムを追加

目標： 4MW以上での認可取得に対し、
実績： 6MWでの認可取得に成功
蓄電池でのSCRの認可取得は、ドイツで初の実績（従来は水力・火力が中心）
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３-3. SCR

３．実証事業成果

(1)-2 事前資格審査：充放電試験
1. 容量確認試験 (60分以上連続で出力を継続すること)
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100

6,000

6,100

6,200

6,300

6,400

6,500

17:00 17:10 17:20 17:30 17:40 17:50 18:00 18:10

[kW] SCR容量試験：放電(SCR capacity test POSI): +6MW
連系点出力(PCC output)[kW] LIB SOC[%] NAS SOC[%]

+6,000kW以上の出力を60分間以上継続
(PCC output is over +6,000kW for more than 60min)

[%]

0

7,000kW

(=100%)

Power Test: discharge （最大出力確認：放電）

min
15 30 45 60 75

Power Set Value

(出力指令値)

任意の値・時間の

出力指令をTSOが送信

Output(出力)[kW]

charge

(充電)

discharge

(放電)

pause

(休止)

15 min

discharge

(放電)

15 min
pause

(休止)

15 min

discharge

(放電)

15 min

Step Test: discharge

（ステップ試験：放電）

2. 出力確認試験パターン
（出力精度(10%以内)、応答速度(5分以内)が規定を満足すること）

LIB合計出力値：
約1.8MW

NAS合計出力値：
約4.3MW
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３-3. SCR

３．実証事業成果

(2) SOC調整制御：概要

放電/充電

VPP (= Poolシステム)

VPP Poolに対する
SCR出力指令値

入札

GCS

LIB NAS電池

CHPバイオマス発電設備

ハイブリッド
蓄電池
システム

各システム
に対する
SCR出力指令値

Varel
変電所

VPP コントロール
システム
(EWE)

報告＋
残量調整取引依頼

バイオマス
発電設備

バイオマス
発電設備

各電池の残量不足時には、SPOT市場から残量調整用の電力を調達
各電池の残量差が拡大した場合には、電力融通により均一化

TSO需給調整市場SPOT市場

残量調整取引

電力融通

【設備容量】
バイオマス発電設備：480MW

CHP：140MW 38



３-3. SCR

３．実証事業成果

(3) 市場ルールの順守：出力精度・応答速度

-6,000

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

13:30 13:35 13:40 13:45 13:50 13:55 14:00

[kW] Power set value (SCR出力およびSOC回復出力指令値) PCC output (連系点出力)

SCR出力指令値を受信後、数秒程度の遅れで蓄電池システムの連系点出力が追従
しており、出力精度(規定:10%以内)・応答速度(規定:5分以内)とも問題なし
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３-3. SCR

３．実証事業成果

(4)-1 需給調整市場での運用実績：入札制度

0:00-4:00
Day-7 10:00AM:   Gate open
Day-1   8:00AM:   Gate close

posi

nega

基本的には上げ調整力(positive)・下げ調整力(negative)の一方のみの入札だが、
上げ＋下げ調整力の同時入札も可能

positive
(discharge)

negative
(charge)

Time 
slot

4:00-8:00 8:00-12:00 12:00-16:00 16:00-20:00 20:00-24:00

Time 
slot

Delivery day

入札 SCR供給

Output
(posi or nega

or both)

4時間ごと最大6枠の
入札を行う
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３-3. SCR

３．実証事業成果
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Hybrid battery
80[EUR/MWh]

Hybrid battery
-20[EUR/MWh]
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SCR output by Hybrid battery

(実証システムのSCR出力実績) 
SCR output[kW] SOC[%]

(4)-2 需給調整市場での運用実績：メリットオーダー
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SCRメリットオーダー(29th Nov. 12:00-16:00)
Positive Negative

エネルギー価格が低い順に
TSOからSCR出力指令が送信される

Hybrid battery
3000[EUR/MWh]

Hybrid battery
4000[EUR/MWh]
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4,000
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[%][kW]
SCR output by Hybrid battery

(実証システムのSCR出力実績) 
SCR output[kW] SOC[%]

高価格で入札した場合の稼働実績 →稼働頻度は低い

低価格で入札した場合の稼働実績 →稼働頻度は高い
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３-3. SCR

３．実証事業成果

(4)-3 需給調整市場での運用実績：上げ方向 4時間×61回
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0
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1500

2000

2500

2019/1/1 2019/2/20 2019/4/11 2019/5/31 2019/7/20 2019/9/8 2019/10/28 2019/12/17 2020/2/5

SCR 上げ調整力の出力(kW)価格： 12:00-16:00（Jan 2019～Feb 2020）
(SCR capacity price: Positive)

ドイツ取引範囲(EUR/MW/4h) ドイツ落札額中央値(EUR/MW/4h) ドイツ落札量(MW) 実証での入札額(EUR/MW/4h)

(MW)

(EUR/MW/4h)

All transaction in Germany(MW)

Price range in Germany
(EUR/MW/4h)

Median price in Germany
(EUR/MW/4h)

価格符号の定義（上げ調整力の場合）

+: TSOから発電事業者に支払い
-:  発電事業者からTSOに支払い

2019年8月
落札制度変更
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2019/1/1 0:00 2019/2/20 0:00 2019/4/11 0:00 2019/5/31 0:00 2019/7/20 0:00 2019/9/8 0:00 2019/10/28 0:00 2019/12/17 0:00 2020/2/5 0:00

SCR 下げ調整力の出力(kW)価格： 12:00-16:00（Jan 2019～Feb 2020）
(SCR capacity price: Negative)

ドイツ取引範囲(EUR/MW/4h) ドイツ落札額中央値(EUR/MW/4h) ドイツ落札量(MW) 実証での入札額(EUR/MW/4h)

(MW)
(EUR/MW/4h)

All transaction in Germany(MW)

Price range in Germany
(EUR/MW/4h)

Median price in Germany
(EUR/MW/4h)

価格符号の定義（下げ調整力の場合）

+: TSOから発電事業者に支払い
-:  発電事業者からTSOに支払い

2019年8月
落札制度変更

３-3. SCR

３．実証事業成果

(4)-4 需給調整市場での運用実績：下げ方向 4時間×50回
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３-4. バランシング

３．実証事業成果

(1)-1 電力価格差運用（裁定取引運用）：運用実績
当日市場の価格が低いタイミングを中心に買電、価格が高いタイミングを中心当日市場の価格が低いタイミングを中心に買電、価格が高いタイミングを中心
に売電を行行うことで、価格差による収益を得る。
取引結果に準じた出力が行えることを確認。
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３-4. バランシング

３．実証事業成果

(1)-2 電力価格差運用（裁定取引運用）：取引実績

買電量
[MWh/日]

売電量
[MWh/日]

買価
[€/日]

売価
[€/日]

価格差
[€/日]

買価
[€/MWh]

売価
[€/MWh]

価格差
[€/MWh]

0.5 6 3.3 3.1 86 119 33 25.8 38.7 12.9
1 14 8.1 8.1 216 313 97 26.8 38.7 11.8

1.5 14 12.4 11.3 322 464 142 26.0 41.0 15.0
2 58 16.0 14.5 416 599 183 26.0 41.4 15.3
3 6 23.0 20.4 716 864 149 31.1 42.5 11.3

合計・加重平均 98 14.0 12.8 372 526 154 26.6 41.1 14.5

平均取引価格最大取引
電力
[MW]

運用
日数

取引量 取引価格
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平均買電量 平均売電量 当日市場平均価格(2019年)

実証運転での取引実績：
平均買価：27[€/MWh]、平均売価：41[€/MWh]、価格差：15[€/MWh]
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３-4. バランシング

３．実証事業成果

(2)-1 同時同量運用(インバランス低減)：概要
EWEのWF(3.4GW)で生じるインバランスを、蓄電池システムで低減する
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３-4. バランシング

３．実証事業成果

(2)-2 同時同量運用(インバランス低減)：運用実績
インバランス価格予測値(reBAP)に応じた充放電実施判定が、計画通り動作することを確認。

WF計画値＞WF実績値
[蓄電池放電]

WF計画値＜WF実績値
[蓄電池充電]

※インバランス価格によっては、あえてインバランスを増加させることで収益向上が可能となる場合があるが、本実証では禁止
47

３-4. バランシング

３．実証事業成果

(3)-1 フレキシビリティ供給：フレキシビリティ取引の概要

需要家 再エネ
発電事業者

ハイブリッド
蓄電池システム

アグリゲーター/VPP

・エリア(地域、系統区分)
・24時間/7日間/週
・ゲートオープン：24時間前
・ゲートクローズ：5分前
・時間：15分～1時間単位
・電力(MW)
・価格(€/MW)

TSO/DSO

使用可能量 局所調整力入札
(直接入札)

局所調整力
入札

局所調整力
買付通知

エリア1

系統混雑

エリア2

局所
調整力

再生可能エネルギーの発電過剰等により生じる局所的な系統混雑リスクを解消するため、
eneraで実証中のフレキシビリティ市場を介して、フレキシビリティを供給する。
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３-4. バランシング

３．実証事業成果

(3)-2 フレキシビリティ供給：概要
EWEのVPPコントロールシステムを通してフレキシビリティ市場に参加。
ファーレル変電所系統で系統混雑リスクが生じた際に、充電電力を供給する。

充電

Varel
変電所

入札/落札情報
(SOC調整)

VPP コントロール
システム
(EWE)

GCS

LIB NAS電池

ハイブリッド
蓄電池システム

SPOT市場

出力指令値
(Power set value)

蓄電池の状況報告
+SOC調整電力要求

フレキシビリティ市場

入札/落札情報
(フレキシビリティ)

TSO/DSO
フレキシビリティの

調達要請

系統混雑
のおそれ

(許容量超過)

49

３-4. バランシング

３．実証事業成果

(3)-3 フレキシビリティ供給：運転実績(PCRとフレキシビリティの同時供給の実績例)

フレキシビリティ市場での取引、および実証運転に成功(ただし取引頻度は高くない)
enera実証全体としては、2019年12月までに、注文数:約5,000件、取引成立数:
約100件、系統混雑解消:5件を達成。
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３-5. 無効電力

３．実証事業成果

(1)-1 系統電力の力率改善：概要

ファーレル変電所の無効電力をDSO間で契
約された許容領域内に近づける必要がある

無効電力 無効電力
指令値
[Mvar]

中圧側DSO

高圧側DSO Varel
substation

Grid control center
(EWE NETZ)

GCS

LiB NAS
電池

ハイブリッド
蓄電池
システム

ファーレル変電所潮流の有効／無効電力分布（将来予想）
（蓄電池システム無し）

Grid control centerからの無効電力出力指令により、ファーレル変電所の力率改善を行う。
ファーレル変電所の無効電力計測値をDSO間(高圧／中圧)で契約された許容領域内に近づ
けることを目標とした。

有効
電力

(MW)

無効電力
(Mvar)

10

-10

10 20-20-30-40

高圧／中圧DSO間
契約における許容領域

ファーレル変電所
20k/110kV変圧器潮流

(将来予想)
本実証では

この領域に近づける
ことを目標とする
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３-5. 無効電力

３．実証事業成果

(1)-2 系統電力の力率改善

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

9/2 9/3 9/4 9/5 9/6 9/7 9/8 9/9

[Mvar] Varel変電所変圧器20kV側無効電力(蓄電池無し) Varel変電所変圧器20kV側無効電力(蓄電池あり)

蓄電池システム無効電力出力

→
In

du
ct

iv
e

Ca
pa

ci
tiv

e←

蓄電池システムからの無効電力供給により、変電所潮流の力率を改善
（無効電力潮流をゼロ ≒ 力率1 に近づける）

蓄電池システムからの無効電力供給により、力率を改善
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３-5. 無効電力

３．実証事業成果

(1)-3 系統電力の力率改善

11/20 11/30 12/10 12/20 12/30 1/9 1/19 1/29 2/8 2/18

力率[/日]

運用日[日]

Varel力率
(実証システム出力除く)

Varel力率
(実証システム出力含む)

1.00

0.90

-0.90

-0.80

-0.70

-0.60

-0.50

-0.40

許容範囲

蓄電池システムからの無効電力供給により、許容範囲内での滞在率が増加
各日の力率中央値ベースで比較した場合
実証システム出力なしの場合に、力率が許容範囲内であった割合：0％
実証システム出力ありの場合に、力率が許容範囲内であった割合：58％

ファーレル変電所20kV母線の力率（各日の中央値） 53

３-5. 無効電力

３．実証事業成果

(2) 無効電力の出力精度・応答速度
Grid Control Centerからの指令値を受信後、数秒程度の遅れで蓄電池システムの連系点
出力が追従しており、出力精度(規定:定格出力の2%以内)・応答速度(規定:1分以内)とも
問題なし
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３-5. 無効電力

３．実証事業成果

(3) 力率0.95以上の出力（系統連系条件）

-1600

-1200

-800

-400

0

400

0

200

400

600

800

1000

14:59:46 14:59:48 14:59:49 14:59:51 14:59:53 14:59:55
時間

LIB#1 無効電力 [kvar]
力率0.95相当の無効電力値 [kVa r]
LIB#1 有効電力 [kW]

有効電力
[kW]

無効電力
[kVar]

-1000

-800

-600

-400

-200

0

0

75

150

225

300

375

7:10:45 7:11:02 7:11:20 7:11:37 7:11:54 7:12:11 7:12:29 7:12:46
時間

NAS#3 無効電力 [kvar]
力率0.95相当の無効電力値 [kVar]
NAS#3 有効電力 [kW]

有効電力
[kW]

無効電力
[kVar]

LIB用PCS・NAS用PCS共に、有効電力が変動した場合でも常に、力率0.95以上の
無効電力を出力可能であることを確認。

LIB用PCSの有効/無効電力出力実績
(LIB用PCS容量：2,200kVA)

NAS用PCSの有効/無効電力出力実績
(NAS用PCS容量：1,000kVA)
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３-6. マルチユース

３．実証事業成果

(1) VPPとの連携・安定運用

-7,000
-3,500

0
3,500
7,000
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W
]

PCR出力

-7,000
-3,500

0
3,500
7,000
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W
] 卸電力取引出力

0
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[%
]

電池残量

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

12:00 15:00 18:00 21:00 0:00

[k
W
]

システム出力 卸電力取引出力

PCR出力

裁定取引とは市場の価格差を利用して利益を得る取引で
あり、本実証においては安値買電・高値売電を行ったもの

マルチユースの利点
①残量調整のための充放電制御
②裁定取引による収益向上

許容上限値

許容下限値

合算

PCRと卸電力取引の同時取引、および実証運転に成功
両機能の同時供給により、残量調整と収益向上を実現する運用制御を構築
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３-6. マルチユース

３．実証事業成果

(2) GCS応答速度

GCSからPCSへの
出力指令値[kW]

周波数測定値[mHz]

GCSが周波数から算出
した出力目標値[kW]

周波数測定値を受信後、出力目標値の算出と各PCSへの出力指令を1秒以内に実施
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４．事業成果の普及可能性 （１）事業成果の競争力

市場調査① 欧州の市場規模実績及び予測

蓄電池市場は全体として拡大傾向にある。
C&I及び需要家向け蓄電池の需要拡大が牽引し、系統用蓄電池市場は停滞傾向になっていく可能
性がある。

出典：https://ease-storage.eu/wp-content/uploads/2019/03/EASE_Delta-ee-EMMES_3_Marketing_2019.pdf 59

４．事業成果の普及可能性

ドイツにおけるPCRの取引量[MW]と市場規模[百万€] ドイツにおけるSCRの取引量[MW]と市場規模[百万€]

（１）事業成果の競争力

PCR取引市場は、明確な増減は見られない傾向であり、今後も短中期的には大幅な増加はなく概ね
年間平均600MW前後で推移するものと考えられる。一方で、ドイツ政府は2038年までに石炭火力
を廃止することを政策として打ち出していることから、従来のPCR供給電源は引き続き減少傾向であり、
蓄電池システムがこの市場に参入する余地は十分あると考えられる。
SCRは取引量[MW]、市場規模[百万€]ともに減少傾向であり、市場参入メリットは小さい。

市場調査② PCR・SCR取引市場規模
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４．事業成果の普及可能性

ドイツ イタリア アイルランド イギリス デンマーク オランダ
電力市場構
造

• TSO 4社
• DSO 900社以上
• 完全自由化

• TSO 1社
• DSO 130社以上
• 完全自由化

• TSO 1社
• DSO 1社
• 完全自由化

• TSO 1社
• DSO 6社
• 完全自由化

• TSO 1社
• DSO 70社以上
• 完全自由化

• TSO 1社
• DSO 7社
• 完全自由化

需給調整メカ
ニズム

• 15分同時同量
• 実需要の30分前ま
でBRPが調達

• ENTSO-E定義に
より3種の予備力を
設定

• 1日前市場で需給
計画を決定。当日
市場で調整。

• ENTSO-E定義に
より3種の予備力を
設定

• ENTSO-Eの定義
に従い、制度改革
中（DS3）

• 30分同時同量
• 実需要の1時間前
までBMU調達

• 予備力はNational 
Gridが応答性等で
ｻｰﾋﾞｽを区分

• 実需要の30分前
までEnerginet.dk
が調達。

• 15分同時同量
• 実需要の5分前ま
でBROが調達

• ENTSO-E定義に
より3種の予備力を
設定

電力取引市
場

• 予備力市場、電力
卸市場があり、自由
取引が行われている

• 予備力市場、電力
卸市場があり、自由
取引が行われている

• 同上
• 現在は強制プール
の卸取引

• アンシラはOTC

• 卸電力取引は
OTC 取引割合が
高い

• 予備力市場あり。
ただし詳細不明。

• 北欧3カ国他と共
同の“Nord Pool” 
を形成

• ドイツと共同運用
の予備力市場、
卸市場があり、自
由取引

系統用蓄電
池のニーズ

• 系統安定化、系統
運用の経済性向上
など蓄電池ニーズは
多様なセクターに存
在

• RE導入推進による
系統安定化用蓄
電池ニーズ有

• 系統運用者でも蓄
電池所有可能

• 主に風力の大量
導入により、慣性
問題、短周期変
動対応に蓄電池
が期待。

• RE導入による系
統課題が局所的
に存在。蓄電池に
対する政府補助
金もあり。

• 下記類似のPjが散
見されることから、
大型定置用蓄電
池ニーズは積極的
ではないと推察。

• ドイツと同様の政
策、課題を受け、
蓄電池ニーズも存
在

系統用蓄電
池の導入例 /
代表プロジェク
ト

• LIB単独でのアンシ
ラリーサービス提供
サービスが複数存在

• Terna社のﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄを中心に、NAS
電池、LIBによるア
ンシラ、負荷平準を
実施

• フライホイールと鉛
を組合せたハイブ
リッドストレージPj
等。出力変動対
策。

• National Grid高
速周波数応答
サービス入札は全
て蓄電池が落札。

• ＥＶ充電から各
種アンシラリー提供
向けLIBのR&D
Pj

• EVの中古電池を
活用した風力初で
の出力吸収等。

（１）事業成果の競争力

市場調査③ 普及対象有力6カ国の電力市場調査
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４．事業成果の普及可能性

Brandenburg州 STEAG EnspireME swbハイブリッド 本実証
目的・内
容

PCR供給
捨電吸収

PCR供給 PCR供給 PCR供給 PCR供給
SCR供給
バランシング
無効電力供給

システム構
成 22MW, LiB

90MW, LiB
(15MW×6か所）

48MW/50MWh, 
LiB

蓄電池＋power to 
heat
導入規模：20MW
PCR提供規模:15MW

11.5MW/22.5MW
h, LiB+NAS電池

金額規模 17百万€/約21億円 100百万€/約122億円 不明 不明 約23百万€/約28億円

実施主体 Enertrag, Leclanché, 
Enel Green Power 

STEAG EnspireME swb (Stadtwerke
Bremen)

NEDO, 
Niedersachsen州

実施地域 ブランデンブルグ州 ノルトラインヴェスト
ファーレン州、ザールラ
ント州

ヤルデルント ブレーメン ファーレル

開始時期 2019年5月 2016年 2018年4月 2018年1月 2017年4月
連携企業、
役割

Enertrag（ドイツ・風力
事業者）
Leclanché（スイス・蓄
電池ソリューション）：
EPC contractor
Enel Green Power 
(EGP) Germany

Nidec (SI, 独現地
法人)
LG Chem (LiB)

NEC Energy 
Solutions（EPC、
蓄電池制御）

AEG Power 
Solutions (オランダ、
パワエレ）

日立パワー（SI）
日立化成（LiB）
日本ガイシ（NAS電
池）

競合分析

（１）事業成果の競争力
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４．事業成果の普及可能性（４）政策形成・支援措置

日独の需給調整市場の商品区分

ドイツ
連邦
共和国

項目
一次調整力
(GF相当制御)

二次調整力
(LFC)

三次調整力
(LFC・EDC)

制御方法 自端制御 遠隔制御 遠隔制御

応動時間 15秒～30秒以内 5分以内 15分以内

継続時間 15分以上 4時間 4時間

契約期間 4時間 4時間 4時間

商品区分 上げ/下げ 上げ/下げ 上げ/下げ

日本

項目
一次調整力
(GF相当制御)

二次調整力１
(LFC)

二次調整力２
(EDC)

三次調整力１
(EDC)

三次調整力２

制御方法 自端制御 遠隔制御 遠隔制御 遠隔制御 遠隔制御

応動時間 10秒以内 5分以内 5分以内 15分以内 45分以内

継続時間 5分以上 30分以上 30分以上 3時間 3時間

契約期間 1週間 1週間 1週間 1週間 1日間

商品区分 上げ/下げ 上げ/下げ 上げ/下げ 上げ/下げ 上げ/下げ

市場開設
予定時期

2024年 2024年 2024年 2022年 2021年

日本での市場構築は、諸外国の実績を見習い・教訓としつつ進められているが、

その中でもドイツの重要性は高く位置づけられている

出典：OCCTO 需給調整市場検討小委員会資料を元に加工 63

４．事業成果の普及可能性（４）政策形成・支援措置

EU Clean Energy Packageにおいて、ネットワークオペレータによるFlexibility調達の
ルールが示された
英国、オランダ等の一部地域で、DSOによるflexibility市場が創設された
蓄電池装置の新しい収入源として期待(現時点で市場価格は不透明)
本実証においても、試験的に開設されたenera marketでのflexibility取引を実施

DSO local flexibility marketの動向
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４．事業成果の普及可能性

本実証設備の設置場所

（４）政策形成・支援措置

対象エリア：ニーダザクセン州北部
系統管理会社：TenneT(380kV系統)、avacon(220kV系統)、

EWE NETZ(110kV以下の配電網)
想定取引量(予測)：最大5TWh/年 (2018年の風力解列電力量相当)

enera marketの対象エリア

65

４．事業成果の普及可能性

2019年6月に発行されたEU directive2019/944において、TSO/DSOの蓄電
池保有の可能性が示された
⇒ 2021年6月までに各国関連法に反映される
⇒ 現時点で、TSO/DSOの保有が認められる条件は明確ではない

Article36 DSOの蓄電装置の所有
原則としてDSOによる蓄電装置の保有、開発、管理、運用は認められないが、蓄電装置
が、“fully integrated network components”であれば、監督機関が承認した場合
において、所有が認められる可能性がある。
Article54 TSOの蓄電装置の所有
上記DSOと同様に、“fully integrated network components”であれば、所有が
認められる可能性がある。

⇒ ドイツ、欧州の蓄電池業界団体や欧州送電系統運用者ネットワークENTSO-Eに
ヒアリングするも、現時点で議論継続中で結論は出ていない。

関連するArticle

（４）政策形成・支援措置

欧州におけるTSO/DSOの蓄電池保有
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４．事業成果の普及可能性 （５）対象国・地域又は日本への
波及効果の可能性

省エネ・温室効果ガス削減効果

最も運用頻度が高いPCR供給における効果を試算した

試算条件
年間を通じて最大出力（9MW）でPCR入札を行った場合を仮定
年間の稼働日を350日、PCRの落札率を95%とした
放電電力量：1MW出力当たり719[kWh/日]（実証期間中のPCR運転実績）
⇒ 供給可能な電力量

＝1日あたり放電電力量（1MWあたり）719[kWh] × 落札出力9[MW]
× 年間稼働日350[日] × PCR落札率95%

＝2152 [MWh/年]

■省エネ効果
（供給可能な電力量2152[MWh/年]×熱量換算係数9.76[GJ/MWh]*1）/1000

＝21.0 [TJ/年]

■温室効果ガス削減効果
（供給可能な電力量2152[MWh/年]×CO2排出係数382 [kg-CO2/MWh]*2）/1000

＝822 [t-CO2/年]

（*1,2共通）出典：東京都環境局「燃料の単位発熱量、原油換算係数及び排出係数」(https://www.tokyo-co2down.jp/documents/doc_jigyou/PJ_coefficient.pdf)
*1：電力（一般電気事業者からの買電）における発熱量
*2：電力におけるCO2排出係数 67

４．事業成果の普及可能性 （５）対象国・地域又は日本への
波及効果の可能性

ドイツ国内の再エネ設備容量とPCR用蓄電池容量の関係

y = 0.0538x + 85.655
R² = 0.9437
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• 上図の関係（導入/認定実績）から、再エネ変動
電源設備容量の1%程度が必要なPCR市場におけ
る蓄電池容量（出力定格）と言える。

• NEDO実証の蓄電池システムは、11.5 MWであり、
1 GW相当の再エネ導入に貢献できたと推定できる。

※BMWi統計、GTAI資料、regelleistung.netの実績から作成

ドイツの需給調整市場における認定容量(GW) 
一次エネルギー種別内訳比較
2017年（左） 2020年（右） 増減

↓
↓
↓
→
-
↑
↑
↑
↑
-
-

• ドイツ国内の再エネ電源導入数拡大に連動し
てPCR電源の認定容量も増えている。

• PCR電源の内訳として、ドイツの原発廃止、
脱炭素化の政策に沿うかたちで、原子力、火
力電源は減少しているが、再エネ電源と蓄電
池は増加している。
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「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／ 
 独国ニーダーザクセン州大規模ハイブリッド蓄電池システム実証事業」個別テーマ／

の事後評価に係る標準的評価項目・基準（2020 年度） 
 

 

 

１．事業の位置付け・必要性 

(1) 意義 

・ 対象技術について、国際的な技術水準や競合技術の状況が適切に分析され、我が国が

強みを有するといえるものであったか。 

 

(2) 政策的必要性 

・ 案件の発掘、実証要件適合性等調査及び実証前調査でのプロポーザル、実証での売り

込みなどのフロー全体を通じて、我が国の省エネルギー、新エネルギー技術の普及が

促進され、世界のエネルギー需給の緩和を通じた我が国のエネルギーセキュリティの

確保に資するものであったか。また、温室効果ガスの排出削減に寄与するものであっ

たか。 

・ 当該フロー全体を通じて、技術の普及に繋がる見通しが立っていたか。 

・ 同時期以前に同じ地域で、同じ技術の実証や事業展開がなされていなかったか。 

・ 日本政府のエネルギー基本計画等の政策の趣旨に合致していたか。 

・ 対象国政府との政治・経済的な関係を考慮した効果的なアプローチとなっていたか。 

  

(3) NEDO 関与の必要性 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことにより、公的

資金による実施が必要とされるものであったか。とりわけ、技術的な不確実性の存在、

普及展開を図る上での運転実績の蓄積、実証を通じた対象国における政策形成・支援

の獲得など、実証という政策手段が有効であったか。 

・ 採択時点で想定していた事業環境や政策状況に関する将来予測・仮定について、実証

終了時点の状況との差異が生じた要因を分析した上で、採択時における将来予測・仮

定の立て方が妥当であったか。また、将来予測・仮定の見極めにあたり今後どのよう

な改善を図るべきか。 

 

２．実証事業マネジメント 

(1) 相手国との関係構築の妥当性 

・ 対象国と日本側との間で、適切な役割分担及び経費分担がされたか。 

・ 対象国において、必要な資金負担が得られていたか。 

・ 対象国における政府関係機関より、電力、通信、交通インフラ、土地確保等に関する

必要な協力が得られたか。今後の発展に資する良好な関係が構築できたか。 

・ 当該実証事業は、対象国における諸規制等に適合していたか。 
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(2) 実施体制の妥当性 

・ 委託先と対象国のサイト企業との間で、実証事業の実施に関し協力体制が構築された

か。サイト企業は必要な技術力・資金力を有していたか。 

・ 委託先は、実証事業の実現に向けた体制が確立できていたか。当該事業に係る実績や

必要な設備、研究者等を有していたか。経営基盤は確立していたか。 

 

(3) 事業内容・計画の妥当性 

・ 実証事業の内容や計画は具体的かつ実現可能なものとなっていたか。想定された課題

の解決に対する方針が明確になっていたか。 

・ 委託対象経費について、費用項目や経費、金額規模は適切であったか。 

・ 標準化の獲得が普及促進に資すると考えられる場合、標準化に向けた取組が適切に検

討されていたか。 

・ 事業の進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機敏か

つ適切に対応していたか。 

 

３．実証事業成果 

(1) 事業内容・計画の達成状況と成果の意義（省エネ又は代エネ・CO2 削減効果を含む） 

・ 事業内容・計画目標を達成していたか。 

・ 未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成までの課題を把握し、

この課題解決の方針が明確になっているなど、成果として評価できるものであった

か。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られていたか。 

・ 設定された事業内容・計画以外に成果があったか。 

・ 実証事業に係る省エネ効果又は代エネ効果、CO2 削減効果は妥当な水準であったか。 

 

４．事業成果の普及可能性 

(1) 事業成果の競争力 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において需要見込みがあるか。将来的に市場の

拡大が期待できると考えられるか。（調査実績を例示できることが望ましい。） 

・ 普及段階のコスト水準や採算性は妥当と考えられるか。また、実証事業終了後から普

及段階に至るまでの計画は、事業化評価時点のものより具体的かつ妥当なものになっ

ていると考えられるか。（事業化評価段階時に報告確認された売上と利益見込みが更

新されているか。※事業化評価時に経済性評価を実施したものは追記する。） 

・ 競合他者に対する強み・弱みの分析がなされているか。特に、競合他者に対して、単

純な経済性だけでない付加価値（品質・機能等）による差別化が認められるか。 

・ 想定される事業リスク（信用リスク、流動性リスク、オペレーショナルリスク、規制

リスク等）が棚卸されているか。その上で、これらリスク係る回避策が適切に検討さ
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れているか。 

 

(2) 普及体制 

・ 営業、部材生産、建設、メンテナンスなどの役割分担毎に、技術提携や合弁会社の設

立など、ビジネスを実施する上での体制が検討されているか。（既に現地パートナー

との連携実績がある、現地又は近隣地に普及展開のための拠点設置につき検討されて

いることが望ましい。） 

・ 当該事業が委託先の事業ドメインに合致している、又は経営レベルでの意思決定が行

われているか。 

 

(3) ビジネスモデル 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国での普及に向けて、具体的かつ実現可能性の高

いビジネスプランが検討されているか。 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において、普及に資する営業活動・標準化活動

が適切に検討されているか。 

・ 日本企業が継続的に事業に関与できるスキームとなっていることが見込まれるか。 

・ 標準化の獲得が普及促進に資すると考えられる場合、標準化を考慮したビジネスプラ

ンが検討されているか。 

 

(4) 政策形成・支援措置 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において、普及のために必要な政策形成・支援

措置が検討されているか。 

 

(5) 対象国・地域又は日本への波及効果の可能性 

・ 当該技術の普及が、対象国・地域や日本におけるエネルギー問題、二酸化炭素排出、

インフラ整備、雇用、人材育成等、各種課題の解決への貢献又は波及効果が期待でき

るか。 

 

 


